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１．国際的な潮流の変化 
 地球温暖化の抑制は、国際政治の緊急の課題に浮上した。今年に入って、EU 首脳会議（3 月）は、2020 年
までに温室効果ガス(GHG)排出量を 1990 年比 20%削減することを決め、6 月のハイリゲンダムサミットでは、
2050 年までに温室効果ガス排出の 50％以上の削減を真剣に検討することを各国首脳が確認した。この流れは、
9 月の国連ハイレベル会合に引き継がれ、さらにバリ島での COP13、来年 6 月の洞爺湖サミットで検討される
ことになろう。このように、温暖化問題は今や人類が直面する緊急の課題と認識されるに至っている。 
 この動きを加速した背景には、「気候変動に関する政府間パネル(Intergovernmental Panel on Climate Change；
IPCC)」の第 4 次報告書の発表がある。IPCC 第 4 次報告書から、私たちは温暖化対策に関する 2 つの視点を導
くことができる。それは、第 1 に、とりわけ今後 30 年程度の適応策（Adaptation）の重要性であり、第 2 に、
適応策だけで悪影響を長期的に解消することは不可能なためCO2の排出を削減する緩和策(Mitigation)と適応策
のポートフォリオが必要ということである。 
 今世紀に入って、ハリケーン・カトリーナの被害やヨーロッパの熱波、オーストラリアの大干ばつなど世界
各地で異常気象の被害が激しく現れている。その全てが温暖化に起因するとはいえないが、今後 30 年間で 0.6℃
という温暖化の加速によって、一層厳しい影響が各地に現れると想定しなければならない。 
 気候変動は、インフラ施設が未整備で、適応能力の低い途上国でとりわけ厳しい影響をもたらす。こうした
途上国の温暖化対策は、防災や食糧・飲み水・健康の確保といった生活と社会の安全保障の問題に直結してい
る。そのため、国際的には適応策に対する国際支援に関する検討が盛んであり、今年わが国もその基本的視点
を公表した（外務省国際協力局、2007）。さらに、最近では、先進国においても適応策の必要性が言われるよう
になっており、国内でも関係府省や自治体、農業団体などの中で急速にその機運が高まっている。適応策は、
CO2 排出削減策と比べれば対処療法的で、かつては緩和策を取らないための逃げ道と考える向きもあった。し
かし、上に述べた気候変動の発現経路を考えれば、緩和策と適応策こそ温暖化対策の両輪であり、両方相まっ
て「温暖化の危険な水準」を避ける対策となるといえる。 
 
２．ポスト京都の対応策をめぐる国際的議論 
 まだ国際的コンセンサスではないが、2～3℃を越える気温上昇は世界的に極めて厳しい影響をもたらすと考
えられている。その範囲以下に温暖化を押さえ込むための長期的な取り組みが必要であり、緩和策と適応策を
含めた国際的枠組みの形成が、2013 年以降のポスト京都議定書に関する交渉の課題である。 
 今年７月末に開催された国連総会の気候変動テーマ別討論では、イギリス政府の Stern Review をまとめた
Stern 博士が示唆に富む提案を行った。その基本的主張は、温暖化対策と開発（経済成長）を対置しては出口の
ない道に入ってしまう。温暖化対策を進めることこそが、今後の経済成長を牽引する道であり、そこに発展の
鍵があるというものである。そうした考え方に基づいて、包括的な政策を提案した。 
 一方、こうした提案の実現が決して簡単ではないのもまた事実である。40 年以上先とはいえ、世界の CO2
排出を半分以下にするのはとてつもない目標である。わが国の 2005 年度における温室効果ガスの総排出量は、
削減目標の 6%削減どころか、基準の 1990 年と比べて 7.8%も増えている。日本の産業界は、乾いた雑巾を絞る
といわれるくらいの努力をして、世界トップの省エネを達成してきたが、それをさらに半減するためには、も
のの生産に使うエネルギー効率を少なくとも 2 倍にするといった根本的な改革が必要である。その上に、先進
国がさらに高い目標をめざすことになれば、現在の生産や消費、交通、地域社会のあり方を根本的に変えて、
循環型で環境負荷の少ない社会にしなければ達成できない。こうした社会は低炭素社会と呼ばれ、国際的に認
知された言葉になりつつあるが、国際社会は、長い時間をかけて、世界の低炭素社会化と安全な社会を確保す
る適応策の実施をあわせてめざすことになろう。 
